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１．平成25年３月期の業績（平成24年４月１日～平成25年３月31日）
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年３月期 25,166 11.5 31 △97.3 47 △95.1 287 △70.2
24年３月期 22,580 24.2 1,176 △23.5 986 △11.1 966 19.2

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年３月期 100.37 ― 6.5 0.3 0.1
24年３月期 369.57 ― 29.2 10.9 5.2

(参考) 持分法投資損益 25年３月期 ―百万円 24年３月期 ―百万円

（注）１．当社は平成24年６月１日付で普通株式１株を２株にする株式分割を行っております。
２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

25年３月期 17,078 4,825 28.3 1,683.77
24年３月期 10,553 4,041 38.3 1,410.27

(参考) 自己資本 25年３月期 4,825百万円 24年３月期 4,041百万円

（注）１．当社は平成24年６月１日付で普通株式１株を２株にする株式分割を行っております。

（３）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

25年３月期 △316 △4,679 3,483 1,977
24年３月期 783 △2,151 1,282 3,470

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年３月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

26年３月期(予想) ― ― ― 0.00 0.00 ―

３．平成26年３月期の業績予想（平成25年４月１日～平成26年３月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) ― ― ― ― ― ― ― ― ―
通 期 34,400 36.7 190 498.8 430 796.6 510 77.3 178.0



※ 注記事項
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示に関する注記

（２）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 25年３月期 2,865,640 株 24年３月期 2,865,640 株

② 期末自己株式数 25年３月期 13 株 24年３月期 ― 株

③ 期中平均株式数 25年３月期 2,865,634 株 24年３月期 2,614,668 株

（注）当社は平成24年６月１日付で普通株式１株を２株にする株式分割を行っております。そのため、株式数は、当
該分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して算定しております。

※ 監査手続の実施状況に関する表示
・この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了していません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予
想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料２ページ「経営成績に
関する分析」をご覧ください。

・当社は、平成25年５月15日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。その模様及び説
明内容（音声）については、当日使用する決算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホームページに掲載する
予定です。
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当社は航空運送事業を主な事業とする単一業種の事業活動を営んでいるため、セグメント別の記載は

行っていません。

①当期の経営成績

当事業年度において、当社は、従来の北九州－羽田線１日12往復（24便）、関空－羽田線１日４往復

（８便）、福岡－羽田線５往復（10便）に加え、３月31日から関空－羽田線を１往復（２便）、福岡－

羽田線を５往復（10便）増便し、合計１日27往復（54便）の国内定期便の運航体制を構築するととも

に、７月からは初の国際定期便である北九州－釜山線を１日２往復（４便）で就航しました。また、附

帯事業である空港ハンドリング業務においては、羽田空港および福岡空港でのデルタ航空等からの定期

便の受託のほか、不定期便では大型貨物便や旅客チャーター便を受託するなど、積極的な業務受託を行

いました。

設備・施設面におきましても、北九州－釜山線就航および平成25年３月の福岡－羽田線増便等に向け

て、航空機９機体制とするとともに、ＳＦＪトレーニングセンターを10月から稼働させ、事業規模拡大

に向けた効率的な体制の構築に取り組みました。また、将来の人員増加に向けた事務所棟増設や整備品

質向上のための格納庫の建設に着手しています。

運航状況につきましては、就航率は98.5%、定時出発率は94.5%となりました。

旅客状況につきましては、７月からの北九州－釜山線の就航や、平成23年７月に就航した福岡－羽田

線が期初から運航したことなどにより、旅客数は117万9千人（前事業年度比24.2%増）、利用率は65.8%

（同0.0ポイント増）となりました。

貨物事業における貨物輸送重量につきましては、平成23年７月に就航した福岡－羽田線が期初から運

航したことなどにより、17,004トン（前事業年度比21.1%増）となりました。

また、費用面につきましては、福岡－羽田線増便などに伴う航空機材費や人件費などの増加ならびに

急激な円安に伴う航空燃料費や航空機材費などの増加により、事業費ならびに販売費及び一般管理費の

合計額である営業費用は、25,134百万円（前事業年度比17.4%増）となりました。

これらの結果、当事業年度の営業収入は25,166百万円（前事業年度比11.5%増）、営業利益は31百万

円（前事業年度比97.3%減）となりました。また、円安による為替差益を営業外収入として計上したこ

となどにより経常利益は47百万円（前事業年度比95.1%減）、福岡県企業立地促進交付金を特別利益と

して計上したことなどにより、当期純利益は287百万円（前事業年度比70.2%減）となりました。

②次期の見通し

次期の業績につきましては、政権交代以降のアベノミクスによる景況感の向上は期待されるものの、

大手航空会社の再生やＬＣＣ（格安航空会社）の参入により、競争環境が激化している航空業界におい

ては、今後ますます不透明感が増すことが想定されます。

このような状況のなか、当社といたしましては、平成25年３月に増便した福岡－羽田線１日５往復

（10便）、関空－羽田線１日１往復（２便）が通年化するとともに、下期に計画している新規路線の就

航などにより、営業収入は34,400百万円（前事業年度比36.7％増）を見込んでいます。

また、利益面につきましては、円安に伴う費用増に加え、新規路線に伴う先行費用や就航当初に導入

した機体のリース返却に伴う費用などを見込むことにより、営業利益は190百万円（前事業年度比

498.8％増）、経常利益は430百万円（前事業年度比796.6％増）、当期純利益は510百万円（前事業年度

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析
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比77.3％増）を予想しています。

なお、次期の為替レートは１米ドル95円、１ユーロ125円、原油価格レートは110ドル／bblを前提と

しています。

①資産、負債及び純資産の状況

(資産の部)

当事業年度末の資産合計は17,078百万円となり、前事業年度末に比べ6,525百万円増加いたしまし

た。

これは主として、８号機の購入による航空機材の増加、ＳＦＪトレーニングセンターのリース契

約によるリース資産の増加、並びに格納庫建設予定地の取得による土地の増加などにより有形固定

資産が5,387百万円増加した一方で、これらの投資への充当などにより現金及び預金が1,556百万円

減少したほか、未収入金が624百万円、未収消費税が646百万円、差入保証金（流動資産および固定

資産合計）が371百万円、それぞれ増加したことによるものです。

(負債の部)

当事業年度末の負債合計は12,253百万円となり、前事業年度末に比べ5,742百万円増加いたしまし

た。

これは主として、短期借入金が1,000百万円、長期借入金（１年内返済予定を含む）が2,590百万

円増加したことに加え、ＳＦＪトレーニングセンターなどのリース債務（流動負債および固定負債

合計）が1,400百万円増加したことによるものです。

(純資産の部)

当事業年度末の純資産合計は4,825百万円となり、前事業年度末に比べ783百万円増加いたしまし

た。

これは、当期純利益の計上により利益剰余金が増加したほか、デリバティブ取引に係る繰延ヘッ

ジ損益を496百万円計上したことによるものです。

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物は1,977百万円となり、前事業年度末に比べ1,493百万円の

減少（前事業年度は98百万円の減少）となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、316百万円のキャッシュ・アウトフロー（前事業年度は783

百万円のキャッシュ・インフロー）となりました。

これは主として、航空機等の購入に伴い固定資産が増加したことにより減価償却費が533百万円（前

事業年度比85.4%増）となったものの、北九州―釜山線の就航などに伴う売上債権、前渡金、前払費

用、未収入金、仕入債務および未払金の増減により純額で268百万円の資金減少となったこと、さら

に、未収消費税等が646百万円増加したことによるものです。

（２）財政状態に関する分析
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、4,679百万円のキャッシュ・アウトフロー（前事業年度は

2,151百万円のキャッシュ・アウトフロー）となりました。

これは主として、航空機等の有形固定資産の取得による支出4,384百万円（前事業年度は2,033百万

円の支出）、ソフトウェア等の無形固定資産の取得による支出121百万円（前事業年度比18.0%増）が

あったためです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、3,483百万円のキャッシュ・インフロー（前事業年度は

1,282百万円のキャッシュ・インフロー）となりました。

これは主として、短期借入れ及び長期借入れによる収入が4,910百万円（前事業年度は2,150百万円

の収入）あったものの、長期借入金の返済による支出が1,319百万円（前事業年度比0.9%減）あったた

めでます。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

（注）１ 各指標の算出方法は以下のとおりです。

自己資本比率： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率： 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ： 営業キャッシュ・フロー／利払い

２ 株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式総数により算出しています。

３ 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち、短期借入金、長期借入金（１年内返済予定を含む）

及びリース債務を対象としています。

４ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャ

ッシュ・フロー」及び「利息の支払額」を用いています。

当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつに位置付けたうえで、経営基盤の強化・

安定と積極的な事業展開に必要な内部留保を確保しつつ、安定・継続した配当を実施していくことを基

本方針としています。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登

録株式質権者に対し、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めています。剰余金の配当の決定

機関は、中間配当については取締役会、期末配当については株主総会です。

当社は、平成25年３月期につきましても当期純利益を計上いたしましたが、まずは、適正な内部留保

を確保する必要があると考えており、無配の見通しです。また、平成26年３月期においても、無配の見

通しです

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 17.9 36.9 34.3 38.3 28.3

時価ベースの自己資本比率
（％）

― ― ― 54.3 37.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（倍）

― 0.4 3.5 4.6 ―

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

― 68.8 19.6 10.0 ―

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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利益配分に係る考え方及び方針は、上記基本方針を踏まえ、利益剰余金を事業規模拡大に相応しい額

まで積み上げた上で、株主利益の向上に資するべく早期の配当を実施したいと考えています。

当社は、「安全運航」を至上の責務とし、安全・確実な輸送（旅客・貨物）と快適かつ質の高い移動

空間・サービスの提供に努め、既存会社にはない新たな価値を創造し、企業理念である『感動のあるエ

アライン』を目指してまいります。

航空（運輸）業界の競争激化や金融経済（為替）の劇的環境変化に伴い、経営環境の悪化が予見され

る状況下、当社は経営基盤の強化を図るため、事業規模拡大に伴う事業効率性の追求、戦略的な営業体

制の強化及び聖域なきコスト構造改革の推進を一体的に遂行し、収益の最大化に取り組みます。

また、同時に企業理念の実現に向け、サービスコンセプトである「最上級のホスピタリティ」による

「高品質・高付加価値サービス」を追求するとともにＣＳＲ（企業の社会的責任）経営を推進し、企業

価値の最大化を目指します。

（注）１ Revenue per Available Seat kmの略／営業収入÷座席キロ（ASK（コードシェア含む））

２ Cost per Available Seat kmの略／営業費用÷座席キロ（ASK（コードシェア含む））

３ （財）日本生産性本部サービス産業生産性協議会が公表する日本版顧客満足度指数

詳細につきましては、本日公表しております「中期経営戦略策定に関するお知らせ」をご参照くださ

い。

当社は、平成24年12月に平成14年12月の会社設立から10年を迎え、３月には平成18年３月の初就航か

ら７年を迎えました。

この過程で航空自由化の進展、大手航空会社の破綻・再生、ＬＣＣ参入、新幹線等の他交通機関との

競争激化といった業界環境の変化に加え、リーマンショック、燃料高騰、為替変動、デフレ経済の長期

化等の経済環境の変化、外交問題や疫病の流行、天災など、多くの経営環境の変化に対応してきまし

た。

平成24年11月に羽田空港国内線発着枠の追加配分が決定され、実際の運航が開始されたことから、当

社はこれまでの事業規模の量的拡大を柱とする成長方針から転換し、経営環境の変化に耐えうる経営基

盤強化のスピードアップを図る事業効率性に重点を置く質的向上を目指すこととします。

その中で、今一度、「感動のある航空会社」を事業理念として設立された当社のビジネスモデルの原

点に立ち返り、サービスコンセプトである「最上級のホスピタリティ」にさらに磨きをかけ、進化・成

長できるよう全社をあげて取り組みます。

２．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標

経営戦略 目標

事業規模拡大に伴う効率性の追求 営業利益率 ５％以上

戦略的な営業体制の強化 ＲＡＳＫ（注１） １２円後半

聖域なきコスト構造改革の推進 ＣＡＳＫ（注２） １１円後半

高品質・高付加価値サービスの追求
就航率
定時出発率
ＪＣＳＩ評価（注３）

９９．５％
９５．０％
国内業界１位

（３）中長期的な会社の経営戦略
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詳細につきましては、本日公表しております「中期経営戦略策定に関するお知らせ」をご参照くださ

い。

当社は、会社の経営の基本方針および目標とする経営指標実現のため、以下の課題に重点的に取り組

んでまいります。

①事業規模拡大に伴う効率性の追求

平成24年11月の羽田空港国内線発着枠の追加配分５枠（５往復）の獲得により３月31日から福岡－

羽田線を増便（５往復→10往復）するとともに、関空－羽田線の権益外便増便（４往復→５往復）に

より事業規模の拡大を実現しました。今後については羽田空港国内線の発着枠拡大が予定されていな

いことから、事業規模拡大にあたっては、既存就航空港の活用による事業効率を追求した路線展開を

中心に行い、平成27年度までに営業利益率５％以上を目指します。

②戦略的営業体制の強化

中期経営戦略達成に向け、営業体制の強化並びに全社を挙げた営業活動を推進すると共に戦略的ア

ライアンスの強化を通じて、環境変化に機動的に対応できる営業力を構築します。また、イールドマ

ネージメント、顧客マーケティング等の営業企画機能を強化するとともに、販売体制を強化すること

により、ユニットレベニュー（ＲＡＳＫ）を平成27年度までに12円後半まで増加させることを目指し

ます。

③聖域なきコスト構造改革の推進

今後、ますます競争環境、経営環境の厳しさが増すことが想定される中、経営資源の高稼働を中心

とする生産性の向上によるコスト構造改革を経営の最重要課題と捉え、聖域なく推進します。その取

組により、ユニットコスト（ＣＡＳＫ）を平成27年度までに11円後半まで低減させることを目指しま

す。

④高品質・高付加価値サービスの追求

イ．安全運航の堅持

航空輸送業における安全運航は、社会的責務であり、当社の最大使命かつ事業基盤であることか

ら、全社員を対象とした安全運航のための知識教育、事例研究等による安全啓蒙教育や運航現場

での実務教育の充実を図り安全風土を醸成します。なお、その教育施設として、トレーニングセ

ンターや格納庫を効果的に活用します。

ロ．運航品質の向上

安全運航と同様に、定刻に出発し予定した時間に到着する定時性を重視し、下記運航品質目標の

実現に向けた取組を推進します。また、経年機の機体更新を順次進め、機材品質の維持・向上を

図ります。

就航率 ：９９．５％

定時出発率 ：９５．０％

ハ．サービス品質の向上

当社ビジネスモデルであるハイブリッド・エアラインの確立と進化に向け、引き続き、顧客サー

（４）会社の対処すべき課題
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ビス品質の向上を図り、ＪＣＳＩ評価国内航空業界１位の維持を目指します。

常にお客様の視点に立ち、顧客ニーズや社会環境の変化に応じたサービスや商品の開発に継続し

て取り組みます。また、顧客サービス品質や運航品質の更なる向上のためのＣＳ推進委員会、接

遇向上委員会等の活動をＰＤＣＡサイクルで確実に推進します。

ニ．ブランド構築

ＣＳ活動との連携によるブランド構築体制の強化を図ると共に、広報活動との連携を通じて、ブ

ランド発信力の強化に取り組みます。

⑤ＣＳＲ経営の強化

コンプライアンス、ガバナンスの強化はもとより、経営の透明性・お客様の安心感・社会からの信

頼性をより高めるＣＳＲ経営を推進します。

イ．社会貢献

地域の社会文化活動やイベント等への積極的参加、地元プロスポーツチームへの協賛、当社主催

の航空教室やお仕事体験教室の開催、学校・企業・団体等からの会社見学等の積極的な受け入れ

を実行し、地域文化や経済の活性化、教育振興につながる社会貢献を展開します。

ロ．環境対策

航空機運航におけるエコ・フライトの実施、燃費向上のための整備作業の実施、使用済み整備部

品や機用品の確実な廃棄など環境保護対策を確実に実施します。その他、日常業務においても電

気自動車の導入、電力消費量の削減、ペーパーレスへの取組など自然環境保護を意識した経営を

継続します。

ハ．人財開発

各種階層別教育、安全・保安教育、顧客サービス教育等の教育訓練体制を拡充させ、将来の航空

産業発展に寄与できる人財開発に努めます。また、福利厚生制度等の充実による社員の生活基盤

の向上を通じて、社員がいきいきと働けるワークライフバランスを推進します。
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３．財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,545,093 1,988,793

営業未収入金 1,649,344 1,685,391

商品 9,240 5,476

貯蔵品 203,305 265,723

前渡金 279,579 346,850

前払費用 454,003 416,559

未収入金 392,473 1,017,083

未収消費税等 15,978 662,574

デリバティブ債権 － 796,488

差入保証金 － 205,603

その他 66,243 75,614

貸倒引当金 △945 △1,188

流動資産合計 6,614,316 7,464,969

固定資産

有形固定資産

建物 213,308 215,037

減価償却累計額 △111,469 △127,124

建物（純額） 101,839 87,913

構築物 12,490 12,840

減価償却累計額 △4,038 △6,153

構築物（純額） 8,452 6,686

航空機材 649,455 4,916,388

減価償却累計額 △185,730 △373,634

航空機材（純額） 463,724 4,542,754

機械及び装置 31,450 31,450

減価償却累計額 △15,718 △19,195

機械及び装置（純額） 15,731 12,254

車両運搬具 71,600 97,412

減価償却累計額 △53,719 △70,489

車両運搬具（純額） 17,880 26,922

工具、器具及び備品 356,840 400,563

減価償却累計額 △233,867 △281,352

工具、器具及び備品（純額） 122,972 119,211

土地 － 237,735

リース資産 575,280 2,077,693

減価償却累計額 △63,782 △205,825

リース資産（純額） 511,497 1,871,868

建設仮勘定 1,587,159 1,311,094

有形固定資産合計 2,829,257 8,216,441

（株）スターフライヤー　（9206）　平成25年３月期決算短信

8



(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

無形固定資産

商標権 9,600 8,000

ソフトウエア 133,501 185,381

リース資産 118,838 194,966

その他 31,308 30,299

無形固定資産合計 293,248 418,647

投資その他の資産

関係会社株式 18,000 18,000

出資金 310 310

長期前払費用 64 21,182

差入保証金 766,703 932,269

その他 31,252 7,117

投資その他の資産合計 816,330 978,879

固定資産合計 3,938,836 9,613,969

資産合計 10,553,152 17,078,938

負債の部

流動負債

営業未払金 1,128,048 1,596,711

短期借入金 － 1,000,000

1年内返済予定の長期借入金 1,200,880 1,562,081

リース債務 106,400 233,830

未払金 996,101 943,122

未払法人税等 26,104 50,289

繰延税金負債 － 300,355

前受金 7,268 56,406

預り金 66,814 82,321

ポイント引当金 4,965 4,617

デリバティブ債務 165,469 11,446

その他 － 919

流動負債合計 3,702,052 5,842,101

固定負債

長期借入金 1,733,770 3,963,342

リース債務 530,887 1,803,712

繰延税金負債 － 17,163

定期整備引当金 417,673 422,668

資産除去債務 － 50,170

その他 127,439 154,709

固定負債合計 2,809,770 6,411,766

負債合計 6,511,822 12,253,868

（株）スターフライヤー　（9206）　平成25年３月期決算短信

9



(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,250,027 1,250,027

資本剰余金

資本準備金 750,027 750,027

その他資本剰余金 263,555 263,555

資本剰余金合計 1,013,583 1,013,583

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,777,719 2,065,357

利益剰余金合計 1,777,719 2,065,357

自己株式 － △30

株主資本合計 4,041,330 4,328,937

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 － 496,132

評価・換算差額等合計 － 496,132

純資産合計 4,041,330 4,825,070

負債純資産合計 10,553,152 17,078,938
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業収入

航空事業収入 21,942,949 24,232,385

附帯事業収入 637,297 934,154

営業収入合計 22,580,247 25,166,539

事業費

航空事業費 18,920,130 22,090,467

附帯事業費 488,821 779,897

事業費合計 19,408,951 22,870,364

営業総利益 3,171,295 2,296,175

販売費及び一般管理費 1,995,026 2,264,443

営業利益 1,176,268 31,732

営業外収益

受取利息及び配当金 999 682

デリバティブ評価益 193,819 154,023

為替差益 － 44,765

業務受託手数料 9,257 3,600

その他 9,045 27,853

営業外収益合計 213,121 230,924

営業外費用

支払利息 77,720 116,303

アレンジメントフィー 20,000 81,834

為替差損 293,183 －

その他 11,670 16,559

営業外費用合計 402,574 214,697

経常利益 986,815 47,959

特別利益

補助金収入 － 300,000

特別利益合計 － 300,000

特別損失

固定資産除却損 9,510 4,983

特別損失合計 9,510 4,983

税引前当期純利益 977,305 342,975

法人税、住民税及び事業税 10,611 38,174

法人税等調整額 － 17,163

法人税等合計 10,611 55,337

当期純利益 966,693 287,637

（株）スターフライヤー　（9206）　平成25年３月期決算短信

11



事業費明細書

前事業年度 当事業年度

(自平成23年４月１日 (自平成24年４月１日

至平成24年３月31日) 至平成25年３月31日)

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

航空事業費

１． 航行費

給与手当等 1,502,353 1,863,582

燃油費及び燃料税 5,735,294 6,678,153

空港使用料 2,633,198 3,014,470

教育訓練費 175,288 139,641

その他 214,034 267,349

計 10,260,169 52.9 11,963,197 52.3

２． 整備費

給与手当等 766,920 830,093

整備部品費 128,817 156,168

整備外注費 1,565,016 1,855,216

定期整備引当金繰入額 138,846 151,413

その他 255,544 191,330

計 2,855,145 14.7 3,184,222 13.9

３． 航空機材費

航空機賃借料 2,026,856 2,550,906

航空機減価償却費 82,178 188,293

航空保険料 146,520 152,064

航空機租税 105,466 137,626

計 2,361,021 12.2 3,028,892 13.3

４． 運送費

給与手当等 952,420 1,052,331

外部委託費 685,043 909,622

機内サービス費 154,624 170,190

賃借料 801,511 835,794

その他 850,193 946,216

計 3,443,793 17.7 3,914,154 17.1

合計 18,920,130 97.5 22,090,467 96.6

附帯事業費 488,821 2.5 779,897 3.4

事業費計 19,408,951 100.0 22,870,364 100.0
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,000,000 1,250,027

当期変動額

新株の発行 250,027 －

当期変動額合計 250,027 －

当期末残高 1,250,027 1,250,027

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 500,000 750,027

当期変動額

新株の発行 250,027 －

当期変動額合計 250,027 －

当期末残高 750,027 750,027

その他資本剰余金

当期首残高 263,555 263,555

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 263,555 263,555

資本剰余金合計

当期首残高 763,555 1,013,583

当期変動額

新株の発行 250,027 －

当期変動額合計 250,027 －

当期末残高 1,013,583 1,013,583

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 811,026 1,777,719

当期変動額

当期純利益 966,693 287,637

当期変動額合計 966,693 287,637

当期末残高 1,777,719 2,065,357

利益剰余金合計

当期首残高 811,026 1,777,719

当期変動額

当期純利益 966,693 287,637

当期変動額合計 966,693 287,637

当期末残高 1,777,719 2,065,357
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

自己株式

当期首残高 － －

当期変動額

自己株式の取得 － △30

当期変動額合計 － △30

当期末残高 － △30

株主資本合計

当期首残高 2,574,581 4,041,330

当期変動額

新株の発行 500,055 －

当期純利益 966,693 287,637

自己株式の取得 － △30

当期変動額合計 1,466,748 287,607

当期末残高 4,041,330 4,328,937

評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 496,132

当期変動額合計 － 496,132

当期末残高 － 496,132

評価・換算差額等合計

当期首残高 － －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 496,132

当期変動額合計 － 496,132

当期末残高 － 496,132

純資産合計

当期首残高 2,574,581 4,041,330

当期変動額

新株の発行 500,055 －

当期純利益 966,693 287,637

自己株式の取得 － △30

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 496,132

当期変動額合計 1,466,748 783,740

当期末残高 4,041,330 4,825,070
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 977,305 342,975

減価償却費 287,965 533,835

貸倒引当金の増減額（△は減少） △706 242

定期整備引当金の増減額（△は減少） 117,911 4,995

ポイント引当金の増減額（△は減少） 1,317 △347

受取利息及び受取配当金 △999 △682

支払利息 77,720 116,303

為替差損益（△は益） 19,056 △151,562

デリバティブ評価損益（△は益） △193,819 △154,023

補助金収入 － △300,000

固定資産除却損 9,510 4,983

売上債権の増減額（△は増加） △696,323 △36,046

たな卸資産の増減額（△は増加） △17,757 △58,654

前渡金の増減額（△は増加） △142,428 △67,271

前払費用の増減額（△は増加） △155,584 36,803

未収入金の増減額（△は増加） △159,881 △624,610

未収消費税等の増減額（△は増加） 102,668 △646,596

仕入債務の増減額（△は減少） 316,941 468,662

未払金の増減額（△は減少） 336,891 △46,147

その他 △8,733 86,191

小計 871,054 △490,946

利息及び配当金の受取額 1,002 678

利息の支払額 △78,325 △115,663

補助金の受入額 － 300,000

法人税等の支払額 △10,421 △10,125

営業活動によるキャッシュ・フロー 783,310 △316,056

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,033,940 △4,384,114

無形固定資産の取得による支出 △102,696 △121,144

差入保証金の差入による支出 △67,679 △239,547

差入保証金の返還による収入 52,502 1,450

その他 659 63,750

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,151,154 △4,679,605
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 1,000,000

長期借入れによる収入 2,150,000 3,910,000

長期借入金の返済による支出 △1,331,490 △1,319,227

株式の発行による収入 493,101 －

その他 △29,576 △107,560

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,282,035 3,483,212

現金及び現金同等物に係る換算差額 △12,427 19,370

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △98,236 △1,493,078

現金及び現金同等物の期首残高 3,569,200 3,470,963

現金及び現金同等物の期末残高 3,470,963 1,977,884
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①有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

②デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

a 商品

先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

b 貯蔵品

航空機部品 総平均法による原価法

その他の貯蔵品 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

④固定資産の減価償却の方法

a 有形固定資産（リース資産を除く）

建物（建物附属設備を除く。）および航空機材は定額法、それ以外については定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ８年～15年

航空機材 ８年～20年

工具、器具及び備品 ３年～20年

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定

資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

b 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。

c リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

⑤繰延資産の処理方法

株式交付費

株式交付費は、支出時に全額費用として処理しております。

⑥外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

（５）財務諸表に関する注記事項

(重要な会計方針)
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ております。

⑦引当金の計上基準

a 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により計算した額を、貸倒

懸念債権および破産更生債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

b ポイント引当金

スターリンク会員に付与したポイントの使用による費用負担に備えるため、当事業年度末における

将来の使用見込額を計上しております。

c 定期整備引当金

航空機材の主要な定期整備費用の支出に備えるため、当事業年度末までに負担すべき将来の整備費

用見積額を計上しております。

⑧収益及び費用の計上基準

営業収入のうち旅客収入の計上は、搭乗基準によっております。

⑨ヘッジ会計の方法

a ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

b ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は、以下のとおりであります。

ヘッジ手段…デリバティブ取引（商品スワップ、為替予約、通貨オプション、クーポンスワッ

プ）

ヘッジ対象…商品（航空機燃料）、外貨建予定取引

c ヘッジ方針

商品（航空機燃料）および為替の市場相場変動に対するリスク回避を目的として利用しており、

投機目的の取引は行っておりません。

d ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、その変動の比率によって

有効性を評価しております。

⑩キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。

⑪その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

当社は、航空運送事業を主な事業とする単一業種の事業活動を営んでおります。また、経営資源の配

分の決定や業績評価は、当社全体で行っております。したがって、事業セグメントは単一であるため、

セグメント情報の記載を省略しております。

(セグメント情報)

（株）スターフライヤー　（9206）　平成25年３月期決算短信

18



（注）１ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２ １株当たり純資産額の算定上の基礎、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１ 当社は、平成24年６月１日付で普通株式１株につき普通株式２株の割合で株式分割を行ってお

ります。

２ 前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額、１株当たり当期

純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 1,410.27円 1,683.77円

１株当たり当期純利益金額 369.57円 100.37円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 ―円 ―円

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

純資産の部の合計額 （千円） 4,041,330 4,825,070

純資産の部の合計額から控除する金額 （千円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額 （千円） 4,041,330 4,825,070

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数（株）

2,865,640 2,865,627

前事業年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

（１）１株当たり当期純利益金額

当期純利益 （千円） 966,693 287,637

普通株式に帰属しない金額 （千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益 （千円） 966,693 287,637

期中平均株式数（株）
普通株式
普通株式と同等の株式：A種株式

2,615,750
2,614,668

1,082

2,865,634
2,865,634

―

（２）潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式
の概要

新株予約権（新株予約権の
数11,466個）

新株予約権（新株予約権の
数11,359個）

(重要な後発事象)
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